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要旨: 
本研究の目的は、キャリア教育における「総合的な学習の時間」の可能性を教職課程における授業事
例から検討することである。具体的には、「総合的な学習の時間」の教授法については「教育指導演習」
を、そして、教育実習生へのキャリア教育という観点においては「教育実習事前事後指導」を取り上げ
ることにする。 
「教育指導演習」は、キャリア・職業教育をテーマとした「総合的な学習の時間」を意識した授業を
演習形式で行っており、教育実習の事前指導にあたる機能を有する科目配置となっていた。また、「教育
実習事前事後指導」においても少ない授業回数で学習効果を得るために PDCAサイクルを自分で回し続
ける目標管理シートを用いたセルフコーチングなどの授業開発を行った。この「教育実習事前事後指導」
は実習生全員が参加する授業となっているが、情報共有や連絡を教職掲示板だけで行うことは難しいた
め、KUEST1の e-learningシステムを活用することで、実習中も学外からアクセスできるなど同システム
は有効なプラットフォームの役割を果たしていた。 
 
 
1. 研究の背景と目的 
1.1 研究の背景 
学校教育において「キャリア教育」という用語が公式に用いられるようになったのは 1999
年に中央教育審議会が発表した「今後の初等中等教育と高等教育の接続の改善について（答
申）｣（以下「接続答申」と略す）以降である。また、産業界においてキャリアという言葉が
注目され始めたのは、バブル経済が崩壊した 1990年代以降である。 
2000 年代に入り、就職支援から派生した取組みとして大学等においてもキャリア教育に関
する科目開設が始まってきた。当初は就職課などが中心となって授業が運営されることが多か
ったことから、正課授業として扱われないこともあった。 
2003 年に入ると、短期大学において日本版コミュニティカレッジを意識した地域総合科学
科2が開設されるようになり、短期大学の学科名に「キャリア」という名称が見られるように
                                                           
1 久留米大学情報教育センターが提供する、授業から研究までをサポートする情報インフラであり、サ
ーバーシステム、マルチメディア環境、パソコン及びプリンタ等による統合的サービスを総称して『KUEST』
と呼ばれている。 
2 文部科学省によれば「地域総合科学科」は，「実際の個々の学科の名称ではなく，従来の学科のように
内容を特定分野に限定せず，地域の多様なニーズに柔軟に応じることを目的とした新しいタイプの学科
の総称」と定義されている。平成 29年 4月現在では 21短期大学で開設されており「キャリア開発総合
学科」「キャリアプランニング学科」「キャリアデザイン学科」などの名称がみられる。文部科学省高等
教育局大学振興課「地域総合科学科一覧」http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/tandai/04031903.htm（2017
年 12月 21日閲覧） 
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なった。短期大学の地域総合科学科だけでなく、大学においても 2003 年には法政大学がキャ
リアデザイン学部を開設し、高等教育においても 2010 年の大学設置基準改正に伴い、同基準
に第 42 条の 2 が新設されたことでキャリアガイダンスが注目されるようになった。同条では
「大学は、当該大学及び学部等の教育上の目的に応じ、学生が卒業後自らの資質を向上させ、
社会的及び職業的自立を図るために必要な能力を、教育課程の実施及び厚生補導を通じて培う
ことができるように、大学内の組織間の有機的な連携を図り、適切な体制を整えるものとする」
と大学教育において「厚生補導」を行うことが求められている。この流れを受け、大学におい
てもキャリア教育が市民権を得るようになり、就職課はキャリアセンターに衣替えする大学が
増えていった。 
 
1.2 研究の目的 
キャリア教育を正課科目に導入する際、初等・中等教育では「特別活動」や「総合的な学習
の時間」などの科目がまず挙げられる。教員養成において「総合的な学習の時間」の授業運営
はどのような教育方法で行われているのか。教員養成系ではない大学においては、教育実習の
参加不参加が教員職に就くか否かのキャリア選択の岐路となっている。 
本研究は、キャリア教育における「総合的な学習の時間」の活用可能性を教職課程における
授業事例から検討することが目的である。具体的には、「総合的な学習の時間」の教授法につ
いては 3 回生後期に履修する「教育指導演習」を、そして教育実習生に対するキャリア教育と
いう観点については 4回生に履修する「教育実習事前事後指導」を取り上げることにする。な
お、ここで取り上げる「教育実習事前事後指導」は、実習生全員が参加する全体指導と各教科
での指導があるが、ここでは全体指導を「教育実習事前事後指導」と表すことにする。 
 
2. 「総合的な学習の時間」で育成される能力 
キャリア教育は生き方教育なのか職業教育なのか、様々な議論がなされているが、2011 年
に中央教育審議会において取りまとめられた「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の
在り方について（答申）」で一つの方向性が示されている。 
では、キャリア教育ではどのような教育方法で、どのような力を育むことができるのだろう
か。先述の「接続答申」以後、職業観や勤労観を醸成するプログラムの策定が求められるよう
になった。この「接続答申」においては、「キャリア教育」は、「一人一人の社会的・職業的自
立に向け、必要な基盤となる能力や態度を育てることを通して、キャリア発達を促す教育」と
定義されている。この「一人一人の社会的・職業的自立」を促す教育は、初等・中等教育段階
では学習指導要領に基づいた「生きる力」の育成がベースになっている。既存の教科において
は、社会科系科目が近い位置にあるが、基礎となる知識や技能を応用的に活用する科目として
は「総合的な学習の時間」が、授業外では「特別活動」がその役割を果たすことが期待されて
いる。文部科学省（2010）[1]の「まえがき」においても「総合的な学習の時間は、変化の激
しい社会に対応して、自ら課題を見付け、自ら学び、自ら考え、主体的に判断し、よりよく問
題を解決する資質や能力を育てることをねらい」とし、「思考力・判断力・表現力等」を育成
する科目として、平成 20（2008）年 3 月の学習指導要領の改訂においてこれらの目標が示さ
れたことが指摘されている。 
この「総合的な学習の時間」において能力形成が期待されている内容は、大学教育で用いら
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れる一般的な言葉に置き換えるならば、主体的に学ぶ課題解決型学習であり、生涯学び続ける
力を育む教育プログラムととらえることができる。また、経済産業省が提唱する 3 つの能力と
12 の能力要素で構成されている「社会人基礎力3」にも通底している。 
このように初等・中等教育段階においても、自らのキャリアを主体的にデザインする力を育
むために必要な能力形成が「総合的な学習の時間」において期待されているのである。なぜな
ら「総合的な学習の時間」は、各教科で学んだ基礎となる知識や技能を駆使し、科目横断的に
応用力を発揮することで「社会人基礎力」のような能力を形成する科目内容になっているから
である。 
 
3. 事前指導の機能を有する「教育指導演習」 
｢総合的な学習の時間｣の授業において、将来のキャリアや職業観の醸成につながる授業展
開が期待されているが、この科目運営において、どのような教授法でどのようなプログラムを
構築すればよいのか。広範なテーマを取り扱う教育プログラムになることで指導案の作成や指
導方法に苦慮するという課題も生じている。江藤（2016）[3]では、久留米大学教職課程にお
いては「教育指導演習」が当初「総合的な学習の時間」の指導方法の修得を目的とした「総合
演習」の代替科目として 2010（平成 22）年入学生より開講された経緯を明らかにしている。 
表 1 は 2017(平成 29)年度のシラバスに記載している「教育指導演習」の授業目的・概要、
到達目標である。旧「総合演習」において実施していた授業運営を踏襲し、「総合的な学習の
時間」を意識した授業運営を演習形式で行うことを明記している。 
 
目的・概要
教育実習を行える知識・技能・態度を身につけることが目的です。
具体的には、教員に求められる知識、技能、態度のうち、教職課程で履修した科目に基づき、それらで得た
知識・技能を総合的かつ横断的に活用できる態度能力を身につけることを目的とします。
これらの能力を身につけるために、受講生には常に「教師として」の考え方や振る舞い方が求められます。
グループワークでの討議やロールプレイングの演習においても、毎回「教師として」という考えに立った意見
や演習を求められます。クラス運営、生徒指導等を演習形式で実践的に学び、指導力を身につけていきま
す。
科目横断的な授業としての「総合的な学習の時間」を意識し、その運営についても理解します。
到達目標
教育実習ができる知識・技能・態度を身につけることを目指します。
各自が設定した課題を展開できるような指導力を身につけることを目指します。
本講義では、職業教育・キャリア教育をテーマとし、課題解決能力（「自らの課題をもって、自ら学び、考え、
判断し、よりよく問題を解決する資質能力を磨く」）の育成のため、演習を中心に授業を実施します。
キャリア教育という観点を通して、生徒指導やクラス運営の知識が「わかる」だけでなく、基礎的な行動が
「できる」ようになることを目指します。
履修上の注意
１．「教育実習」に参加するための判定にかかわる科目です。教職ガイダンスで周知されたように、教職に関
する科目ですので、遅刻、欠席は一切認められません。
２．毎回、教壇に立って、生徒指導の練習をします。授業内では常に「教師として」周囲に認められる身だし
なみ、言葉遣い、態度・振る舞いが求められます。
３．受講の際は、原則スーツ着用です。常に教壇に立つ者としてふさわしい服装や身だしなみで受講してく
ださい。生徒指導をする立場ですので、生徒指導に関わる身だしなみ違反は本講義を受講する上で認めら
れません。
４．小グループに分かれ、演習形式で授業を行うため、毎回自律的・積極的な受講態度が求められます。
５．授業中は、常に「教師としてどうあるべきか」ということが繰り返し問われます。「学生」ではなく「教師とし
て」生徒の模範となる態度、振る舞い、そして高い意識が求められます。
表1　「教育指導演習」の授業目的等（シラバス）
 
                                                           
3 経済産業省によれば「社会人基礎力」とは、①「前に踏み出す力」（主体性、働きかけ力、実行力）、
②「考え抜く力」（課題発見力、計画力、想像力）、③「チームで働く力（チームワーク）」（発信力、傾
聴力、柔軟性、状況把握力、規律性、ストレスコントロール力）として示され、2006年から経済産業省
が提唱している。（参考文献[2]参照） 
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授業のテーマは「職業教育・キャリア教育」とし、課題解決能力の育成のために演習形式で
授業を行うこと、｢キャリア教育という観点を通して、生徒指導やクラス運営｣を行い、知識の
習得だけでなく、その知識を駆使した応用能力を発揮することが「できる」ようになることを
到達目標としている。 
「教育指導演習」は、「総合的な学習の時間」の運営だけでなく、「教育実習」の事前指導の
機能も有している。それは、到達目標に「教育実習ができる知識・技能・態度を身につけるこ
と」が到達基準として明記されていることからも分かる。この背景には、江藤（2016）[3]で
指摘したように教育実習でのクレームの多さの対応策として、科目配置がなされた経緯がうか
がえる。この背景には、4回生になって実習前に数回実施する事前指導のみでは、教育実習を
全うできる最低限の専門職としての教員の意識や態度能力を身につけることが困難であると
いう理由があった。そのため 3 年後期に配置されている「教育指導演習」と「教科教育の研究」
の 2 つの主要科目で教育実習に耐えうる知識・技能・態度を身につけるための授業を行うこと
が教職課程運営委員会において協議・決定されたからである。 
「教育指導演習」は、授業内容としては、「総合的な学習の時間」の授業運営を演習形式で
行ってはいるが、もう一つの開講目的として 15 回の授業を通して「教育実習」が実践できる
資質・能力を見極めるスクリーニング機能としての役割も担っている。したがって、シラバス
の「履修上の注意」においても、「『教育実習』に参加するための判定にかかわる科目」である
ことが明記され、「教職ガイダンスで周知されたように、教職に関する科目ですので、遅刻・
欠席は一切認められません」と実習を想定した教職以外の科目とは異なる勤怠を問う受講上の
注意を促している。 
また、久留米大学教職課程では教育実習中での就職活動を禁じているため、この授業期間内
に受講生は担当教員から何度も教職か、就職かと教育実習に対する意思確認も行われている。 
このように「教育指導演習」は、少人数授業として 3 年後期に配置されることで、「教育実
習」前の教育としてだけでなく、実習前のスクリーニング機能を有する科目として、「事前指
導」そして「教育実習」とが有機的に結合されつつ位置づけられているのである。 
 
4. 「教育実習事前事後指導」におけるキャリア教育 
久留米大学での教育実習への参加人数は図 1 に示すように近年 70 名程度で推移している。 
 
図 1 教育実習参加人数の推移 
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2012年から参加人数が少なくなったのは、前年度までの実習中のクレームの多さから、3
月の初回授業開始前の教育実習説明会において、再度、実習中の就職活動の禁止を告知徹底し
たところ、就職活動を理由とした辞退者が 14名も発生したことが減少理由である。その後、
2013年以降は、就職活動を理由とする欠席を認めないことを周知徹底した結果、安易な資格
目的の実習生が 3月の説明会で辞退するようになり、就職活動と両天秤にかける実習生は少し
ずつ減少し、実習生の質の転換が見られるようになってきた。平成 29年度「教育実習事前事
後指導」のシラバスから目的・概要等を示したのが表 2である。 
 
目的・概要
教育実習ができるかどうかを最終的に判断する授業です。事前指導・事後指導と実習校における実習のす
べてが一つのプログラムになっています。
本講義では、実習前に立てた計画（P）を、教育実習で実践（D)し、事後指導において振り返り（C)を行うこと
で教育実習を省察し、次のキャリアデザインにつなげるアクションプラン（A)を立てるという、PDCAサイクルを
回すことを目的とします。
事前指導では、実習に臨むにあたっての心構えを始め、実習に必要な準備を行います。
主な内容は、（１）実習の心構えと諸注意（全体指導）、（２）授業技術の確認（教科別指導）です。
事前指導の前半は、実習予定者全員での実習前に最低限必要な知識・技能・態度の確認を行います。
後半は各実習教科に分かれて、指導案作成と模擬授業を行います。
事後指導においては、実習の振り返り（リフレクション）と今後のキャリアデザインを行います。
到達目標
事前指導では、教育実習を遂行できる知識と能力の最終確認を行い、教育実習が行えることを目指します。
（教育実習を遂行できる能力に到達していない場合は、実習参加が極めて難しい場合があります。）
実習中は、教師としての最低限の授業運営を実施できることを目指します。
事後指導では、実習の振り返りを行うことで、実習成果の定着を目指します。
履修上の注意
１．教育実習、事前指導、事後指導の全ての日程に必ず出席すること。
２．3月実施のガイダンスは第1回目授業です。出欠も授業と同じ扱いです。
３．遅刻、欠席は一切認めません。就職活動を理由とする欠席も一切認めません。（1回でも遅刻、欠席が
あった場合、単位は与えられません。）
４．生徒指導をする立場ですので、生徒指導に関わる身だしなみや行動の乱れが見られた場合は、受講を
許可しません。（私服での受講は論外です。）
５．実習教科ごとの実施日時については、教科別に後日連絡します。
表2　「教育実習事前事後指導」の授業目的等（シラバス）
 
 
授業の目的として「実習前に立てた計画（P）」を、教育実習で「実践（D）」し、事後指導
において「振り返り（C）」を行うことで教育実習を省察し、次のキャリアデザインにつなが
る「アクションプラン（A）を立てる」というPDCA サイクルを常に自分の中で回していくこ
とを授業内で実施することとしている。これは、実習をやりっぱなしにせず、省察することで
経験学習につなげることを目的としているものである。そして、到達目標については「教育実
習を遂行できる知識と能力」が判定基準となっている。 
 
4.1 グループワークを活用した課題外決型学習 
「教育実習事前事後指導」の授業回数は、表 3 に示すように計 5回のみである。5 回の授業
のうち、第 4 回は教務課からの事務連絡や書類確認等で約半分の時間が使われるため、授業と
しては 4.5回の授業回数で、実習前に仕上げ教育とガイダンスを行わなければならない。とい
う課題を抱えている。 
実習生全員が参加する 70 名程度の実習前指導は、事務手続きだけでも多く、教育指導まで
踏み込んだ個別指導が難しく、どうしても全員に目が行き届かない。そのため講義形式の一方
向授業のみでは、実習生の主体性を醸成することが困難である。そのため、授業方法として、
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グループワークを活用したアクティブ・ラーニング形式の授業を多く取り入れることで、実習
生相互のピアトレーニングにつなげる教育手法を用いている。 
表3　「教育実習事前事後指導」の主な授業内容
第1回 １．授業日程の確認　２．アクティブ・ラーニング　３．実習生としての身だしなみ　４．教員としての倫理観（SNSの脅威DVD視聴）５．実習生便覧の確認　６．「教育実習で学びたいこと」課題相互添削　７．目標管理（セルフコーチング）
【課題】「教育実習で学びたいこと（2回目）」
第2回 1．教員としての身だしなみ（チェックシート）２．目標管理（セルフコーチング）　3．相互評価「教育実習で学びたいこと」　4．実習生としての心構え　５．リスク・マネジメント（ハインリッヒの法則）
【配布】緊急連絡マニュアル
【課題】リスクマネジメント、クライシスマネジメントのマニュアル作成、実習校の校則
第3回 １．グループワーク「学校の危機管理を考える」　２．仕事の基本（報告、連絡、相談）　3．生徒指導のロールプレイング　4．目標管理（セルフコーチング）
【配布】実習終了後の課題提出について、「教育実習　実習終了課題提出届」
【課題】「現場で活躍できる教員になるための課題＜振り返りと行動改善＞」
第4回 １．教務課からの事務連絡　２．目標管理（セルフコーチング）　3．お礼状の書き方（ビジネス文書）
【課題】実習先へのお礼状を便せんに書く
第5回 1．ロールプレイング「教員間のコミュニケーション」　2．目標発表会「実習中の目標宣言」　3．教育実習中の目標管理（セルフコーチング）　４．リスク管理　５．教員採用状況　6．教職大学院の案内
 
第 1 回目の授業では、アイスブレーキングとして教員としての身だしなみをチェックするペ
アワーク行う。ここで用いる評価・確認手段が図 2に示す「第一印象のチェックシート」であ
る。生徒指導ができる教員の身だしなみかどうかを相互でチェックし、相手にアドバイスをす
るというワークである。相手へのアドバイスの際には、次回までに今回の指摘を改善するため
のアドバイスを必ず伝えるという生徒指導の声掛け練習もロールプレイングで行っている。 
 
大変良い とても悪い
１．髪型 5 4 3 2 1
２．服装 5 4 3 2 1
３．あいさつ 5 4 3 2 1
４．清潔感 5 4 3 2 1
５．態度 5 4 3 2 1
一言コメント（良かった点、悪かった点、改善点など）
記入日：平成　　　　年　　　　月　　　　日
アドバイザー署名：
第一印象のチェックシート
　さんへ
教壇に立つ者としてふさわしい身だしなみかどうか、以下の内容を
チェックしました。
 
図 2 身だしなみを評価する「第一印象のチェックシート」 
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また、相互評価などを活用したレポート評価や提出物評価を行うことで、ピアトレーニング
だけでなく、教員としての評価者訓練を行うことも授業のもう一つの目的である。赤ペンで採
点評価をすることに躊躇する学生もいるが、より客観性のある評価を行うために、授業外学習
の必要性を学ぶ機会にもつながっている。 
 さらに、「ワークの説明→ワーク→振り返り」という流れを用いることで、ワーク後の「気
づき」を促し、それを言葉や文章などのコンテンツに変換し、その「意味づけ、解説」を行う
教育方法のサイクルを授業内で何回も実施することとしている。このようなワーク形式のアク
ティブ・ラーニングを取り入れることで、全員が実践者と評価者を交互に体験することができ、
70 名程度の受講者であっても、回を重ねるごとに全員が当事者意識を持つように変化してい
くのである。 
 
4.2 キャリアデザインにつながるPDCA サイクルと目標管理 
知識、技能に比べ、態度や能力についてはどの程度身についたのか、どの程度成長したのか、
その評価指標が明確に確立されていないという現状がある。能力形成を評価する指標として、
近年ルーブリック評価表などが用いられるが、教職課程においてルーブリック評価表はまだ導
入されていない。 
自己の成長サイクルを向上させる手法として、「教育実習事前事後指導」においては簡単な
「目標管理シート」を用いたセルフコーチングの練習を第 1 回授業から導入している。実習前
の 1 か月の「目標管理シート」は図 3 に示すとおりである。 
2016年度より教職課程においては「現場で活躍できる教員養成」が教職課程のDP（ディプ
ロマ・ポリシー）として目標提示がなされるようになった。教職課程のこの目標と実習校の校
訓（人材育成目標）を視野に入れ、自らの「教育実習で達成したい目標」を設定し、それに向
かって毎週自分で目標を立て、1週間後にそれが何パーセント達成できたのかを振り返り、未
達目標の改善策を検討したうえで、2 週目の新たな目標を設定することを 4回繰り返すもので
ある。ここでのポイントは、なりたい自分に向かって現状とのギャップを行動改善によって縮
小していくプロセスを記入することで、1 か月の自分の行動を俯瞰的に省察し、改善につなげ
るための「気づき」を醸成することである。 
なお、「目標管理シート」は、実習中にも記入し、実習を振り返る事後指導で実習中の行動
と成長を振り返る根拠資料の一つとしても活用している。 
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図 3 実習前 1ヶ月の目標管理シート（事前指導） 
 
4.3 プラットフォーム機能としてのKUEST e-learning システム 
教育実習は、実習校との契約に基づいて行われるため、学外に出る実習に必要な書類や手続
きが多いという特徴がある。これらの事務手続きはすべて教務課・教職担当が 1～2 名で行っ
ているのが実情である。教育実習に関する内容は、すべて「教職課程」の掲示板で行われるが、
掲示板を見ない学生が年々増加していることで、手続きや連絡が滞るという問題が生じている。 
また、前述のとおり「教育実習事前事後指導」の授業回数は 5 回のみであり、実習中の学生
へのフィードバックや連絡が難しいという問題も存在していた。実習期間もばらばらで学部学
科の所属、担当教科も異なる多様な学生に同じ情報を連絡することは至難の業であった。 
これら従前の問題を解決する方法として、KUEST の e-learningシステムを活用することにし
た。このシステムのメリットは、インターネットにアクセスできる環境があれば、パソコンで
もスマートフォンでもアクセスできる点である。つまり、学外で実習中の学生に連絡を取る際、
受講生に同じ情報を提供する際、レポートを提出する際など、場所や時間を選ばずに授業情報
を共有できるのである。 
図 4 に示すのは e-learningシステムの授業状況の一例である。レポート提出だけでなく、掲
示板で見逃して欲しくない重要な連絡事項や研究授業の開催通知等の外部情報なども含め、各
種の情報提供だけでなく、事後指導後の授業内容のフィードバック（グッドプラクティスの事
例一覧）などもたとえ授業終了後であっても学生にコンタクトをとることができる。つまり、
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このシステムが場を共有できない学生と大学をつなぐ支援となることで実習後も、さらに新た
なPDCA サイクルにつなげるツールとして活用することができるわけである。 
したがって、場所や時間を選ばずに大学からの授業情報を共有でき、授業に参加できる
e-learningシステムは、教育実習のように学外での実習がメインとなる授業においては、有効
なプラットフォームの機能を果たしているのである。 
既存のシステムを情報共有のためにプラットフォーム機能として活用している簡単な事例
ではあるが、多様な学生に対し、個別対応が難しい場合には、大学の掲示板を見るために大学
に足を運ばなくても、あるいは遠隔の実習先や帰省先においても、教育実習に関する情報の共
有ができることは大変効率的であり、意義あることである。 
 
 
図 4  e-learningを活用した情報共有の例 
 
5. まとめと今後の課題 
5.1 まとめ 
教科の窓を通して身につけることができる知識や技能だけでなく、3 番目の能力として経済
産業省が提唱する「社会人基礎力」に代表されるような汎用的な能力がキャリア教育において
育成されることが求められるようになった。 
このキャリア教育を推進する科目としては初等・中等教育においては「総合的な学習の時間」
が科目横断的な応用力の形成の場として期待されている。「総合的な学習の時間」ではアクテ
ィブ・ラーニングなどの手法を用い、主体的・能動的に学ぶことが必要であるが、その授業方
法や教員の育成方法には課題も残されている。 
久留米大学教職課程においては、以前から「総合的な学習の時間」が導入されたのを機に「総
合演習」という科目を必修科目で開講し、教員養成を行ってきていたが、教育職員免許法施行
規則の改正に伴い、「総合演習」の代替科目として新たに「教育指導演習」を 2010 年度入学生
から適用することになった。 
この「教育指導演習」は 3年後期に開講される「教科教育の研究」と共に、実習前の主要科
目として位置づけられ「教育実習ができる知識・技能・態度を身につけること」が到達目標と
して明示されている。「総合的な学習の時間」を意識した「職業教育・キャリア教育」をテー
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マとしつつ、教育実習の事前指導につながるスクリーニング機能を有する科目として位置づけ
られている。 
実習直前の仕上げ科目としては「教育実習事前事後指導（全体）」が設けられており、計 5
回の少ない授業回数の中で主体性を引き出すために、グループワークを用いた相互評価やロー
ルプレイングなどを毎時間設けることで、実習参加者に当事者意識を醸成するような授業開発
が行われてきた。事前指導から事後指導につながるコースデザインも「目標管理シート」によ
るセルフコーチングや「目標宣言」など実習生相互の発表などにより、各自が描く将来のキャ
リアビジョンに近づくための、行動改善をステップ学習形式で実践していた。 
なお、少ない授業回数でかつ学外での実習時間が長い教育実習生の情報共有を効率化するた
めに、KUEST の e-learningシステムを積極的に活用することは、教育実習生と大学とをつなぐ
プラットフォームとしても有効に機能している。 
 
5.2 今後の課題 
汎用的な能力形成は、学内だけでなく、学外実習においても体得されるものである。その意
味においても教育実習は汎用的な能力を応用的に駆使する学習機会となっている。 
しかし、全学的な履修者がいるにもかかわらず教職課程は各学部教育のコブのような位置づ
けとなっており、教育課程に対する十分なサポートができていない現状がある。意識の高い学
生が履修しながらも、その学力、能力を伸ばす場や機会が限られているという課題が存在して
いる。 
一方、学習指導要領で提唱されている「生きる力」はキャリア教育と密接な関係にあるが、
それを学ぶ科目は「総合的な学習の時間」に委ねられていることが多い。今後、「総合的な学
習の時間」の重要度がさらに高まるとすれば、たとえ教員採用後、研修や研究授業等で「総合
的な学習の時間」の授業研究を行う機会もあるとしても、旧「総合演習」のように「総合的な
学習の時間」の授業方法を教育実習前に学ぶことは今後さらに必要になってくるものと考えら
れる。 
学生が自発的、主体的に学ぶ場や環境づくりも大学に求められるが、現段階でできる工夫は
ICT を活用した方法であろう。実習先からも場所や時間を選ばずにアクセスできる e-learning
システムの活用可能性を今後さらに検討していきたい。 
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